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１. 公共施設の維持管理

〈１･1〉 膨大なストック
① 過去に建設された公共施設等がこれか

ら順次更新時期を迎える
② 人口減少等により今後の公共施設等の

利用需要が変化する
③ 市町村合併後の施設全体の最適化を測る

必要性がある









SDGsの17ゴール

• 2015年9月の国連サミットで採択された「持続可
能な開発のための2030アジェンダ」に記載された、
2016年～2030年までの国際目標

• 持続可能な世界を実現するための、
17ゴール・169ターゲットから構成

• 「誰一人取り残さない」
• 2001年に策定された「ミレニアム開発目標

（MDGs）」の後継にあたる
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【出典】外務省ウェブサイト（https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/000270935.pdf）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
SDGsの17ゴール。
環境だけでなく、人権や平和というものの考慮が大きく。
サステイナブルデベロップメント（持続可能な発展）について説明
・1987年：「環境と開発に関する世界委員会」（通称ブルントラント委員会）
・最終報告書“Our Common Future”を発表
・委員会は21名の世界的な有識者により構成：「賢人会議」
・最終報告書では環境保全と開発について論じる
＝「将来世代のニーズを満たす能力を損なわない範囲で、現在世代のニーズを満たす発展を行う」
⇒現在に至る「持続可能な発展」概念の提唱。一方で多様な解釈が可能な文言になっている





「環境未来都市」から「SDGs未来都市」へ
• 国連のSDGs制定を受け、日本も2016年12月22日

に 「持続可
能な開発目標（SDGs）実施指針」を決定

• これに基づき、従来の「環境未来都市」構想を発
展させ、SDGsの手法を取り入れた「SDGs未来都
市」の推進に着手
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▼内閣府によるSDGs未来都市募集リーフレットの内容

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
日本でもSDGsの動き。2019年に世界発信を行う
現在の環境未来都市を、SDGs未来都市に格上げ
環境だけでなく、トータルでみたまちづくりに
有名なのは北海道の下川町。平成29年度第１回ジャパンSDGsアワード」の本部長（内閣総理大臣）賞受賞
旭川の北にある人口3000人の町。スキージャンプの葛西選手の出身地。
「地域の木を使う」ことをベースに、公共施設の熱の68％を再エネ（バイオマス）でやっている。町全体だとこの割合は49％で国内トップ
これによる削減効果は1900万円で、半額を子育て支援に活用している。高齢化対策も



〈１･2〉老築化と長寿命化

• 寿命の目標設定が重要
• 東京都では、建築物の寿命を６５年と設

定
• 適切な更新計画や、新材料・新工法など

を積極的に取り入れていくことが重要
新工法等検討や、建築技術革新支援事業

などを実施し、標準仕様書以外の技術導入
の検討を積極的に行っている



２. 経費の抑制と長寿命化

〈２･1〉 長期計画の策定
•これからの公共施設の整備方針

「公共建築物整備の基本方針」
（平成２３年４月東京都財務局）

「第二次主要施設10カ年維持更新計画」
（平成２７年３月財務局）



第二次主要施設10カ年維持更新計画

2 計画期間
平成27~36年度の10年間≪第I期(H27~30)、第II期(H31~33)、
第III期(H34~36)≫ ※行政ニーズ及び財政状況等の変化に適切に
対応するため、必要に応じ期ごとに計画を見直す

１計画対象施設
(1)概ね築35年を経過し、延床面積3,000m²以上の施設(改築を含

め維持更新手法を検討)
(2)概ね築10年を経過し、延床面積10,000m²以上の施設(設備の改

修を中心に維持更新手法を検討) (3)その他、維持更新が特に必
要な施設(改築・改修の必要性が上記と同等として検討)
⇒ 選定した施設は356施設、総延床面積は約300万m²

(一般会計で管理する施設の約31%) 



〈２･2〉 過去の維持管理データの
活用

• 過去のデータの活用には、維持管理データの取集
と分析を着実に実行できるシステムの構築が必要

• 第一に、どのような維持管理レベルの目標を持つ
かが重要である

最小限必要となるデータの種類と粒度を 決定
収集に必要となる機器や維持管理データの特定
ゼネコンやサブコンにおいても、IoTとAI技術を

活用し、維持管理の究極でもある故障の予測や省
エネルギーのための対応策などを可能とする開発



３. 新に求められる公共施設

環境性能の向上
1 整備目的の的確な反映 -設計・建設条件の明確化-
2 長寿命化の実現 -品質確保の推進-
3 コスト管理の徹底 -総合的なコスト管理を踏まえ

た施設づくり-
4 総合的な安全性の確保 -災害に強い施設づくり-
5 利用者の視点の重視 -利便性の高い施設づくり-
6 地域のまちづくりへの貢献
7 地球環境への配慮



４維持管理データ活用の課題

• 細かいデータがたくさんあれば良いということ
では無い

• データから課題を見つける能力

• 如何にして各施設から正確で必要とするデータ
を集めることができるか



〈４･１〉利用データ利用のための基本計
画





導入されたＢＥＭＳが有効活用されない原因
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●ＢＥＭＳで何を行うのかが明確でない。
データを取り込めば後で何とでもなるというのは誤り。目的を明確

にして収集しなければ、費用対効果が低く、結果として使い難いもの
になる。

●ＢＥＭＳを用いた評価に対するインセンティブが
ない。

計測計量評価は、通常のビル管理業務の+αであるが、発注者側の認
識は低く、保守・運転管理者にとって負担になる状況が危惧される。

●ＢＥＭＳを活用する保守・運転管理者への教育訓
練や情報伝達が不十分である。

一般的に、保守・運転管理者への教育・情報伝達が不十分である場
合が多く、手探りで作業を実施することになる。これではとても評価
は期待できない。



これからのBEMS活用提案
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●モニタリング
無駄を発見し改善する

• BEMSデータによる省エネ制御・オープンネットワーク
• デマンドサイドマネジメント・スマートメータの活用
• 最新モニタリング技術活用・ワイヤレス機器・オープンシス

テム
• 「見える化」、「見せる化」への活用・利用者の省エネ意識

向上
• 段階的な改善手法の活用

●チューニング
適切なエネルギー管理計画

• 建物用途・設備システムに応じたエネルギー管理計画
• 管理体制に応じたエネルギー管理計画



制御システムの連携とBEMS今後の姿
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 これからのビルのBEMS設備には、オープンネットワークに対
応し、単に監視制御が主たる機能だけでなくデータ蓄積機能や
その分析まで可能な機能を持つことが求められる。

 もちろん、系統の要求に対しても、デマンドレスポンスにも対
応することが必要となってくる。

 ビルの経営レベルによっては、BEMS機能を設備することが困
難な場合も考えられる。そうしたケースには、外部との接続に
よるクラウドサービスの利用が期待できる。

 またテナントビルにおいては、BEMSによるエネルギーデータ
の蓄積分析により、オーナーとテナントが情報を共有でき、お
互いに有益なベネフィットを創出することが可能となる。

 これからのBEMSは単なる監視制御から、データ処理機能やエ
ネルギーマネージャーのサポートシステムとして欠かせない設
備となると考える。



５. これからの維持管理の姿

〈５･1〉 必要なデータの収集

• 維持管理の質の向上に向けて必要となる
データは、機器の故障や設備の更新の予
測に必要となるデータを洗い出す必要が
ある

• そのためには、予測の精度やレベルを維
持管理レベルに応じて内容を考える



維持管理データ収集の課題
• 維持管理データの管理者は技術的素人

官庁の仕組み 設計・工事部署は作って終わり
運用に関与しない

• データ種集の仕組みの構築
収集フォーマットの作成
可能な限りのOn-Lineシステムの構築
入力が維持管理のルーチンのなる



〈５･2〉 効率的な分析能力

• 分析分野にＡＩの活用が進むと考えられる

• ディープラーニングを駆使して予測が可能
となっても、そのプロセスや結果はやはり
検証・評価を行っていくことが大切 である



６ IoT活用推進における課題

• 建築設備へIoT活用推進には、導入目的の設
定が重要であり、不必要な機能削減とコス
トの適正化が必要

• 導入にあたっては、誰がどのように活用す
るかを明確にしておくことが大切である。
このことが曖昧だと結局使用されない設備
となってしまう

• IoT技術によってもたらせる的確な情報は、
省力化と相まって長寿命化にも大きき寄与
する



ブラックアウト
 北海道でのブラックアウト

再エネも系統遮断で機能しない
工場の発電機の活躍

 全停電までに１８分
発電機は、すぐには止まらない
あらかじめの系統制御はできないのか

 公共施設で準備すべきこと
消防用発電機の給電対象の見直し
運転継続延長の検討

 在宅医療への配慮
小型バッテリーの準備
再エネ発電での備蓄 23
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出典：電気学会 保護リレーシステム技術委員会資料
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出典：ガスタービンコージェネレーションによる電源セキュリティ向上の取組（川崎重工業株式会社）
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